
条件

配偶者、子２人、母の所得なし

給与収入 ６，５００，０００円

社会保険料 ６３１，７５２円

旧生命保険料支払金額 ５４，０００円

介護医療保険料支払金額 １１５，０００円

旧個人年金保険料支払金額 ２０４，０００円

地震保険料支払金額 ５０，０００円

　 社会保険料控除 ６３１，７５２円

　 生命保険料控除 ７０，０００円 ※１

　 地震保険料控除 ２５，０００円 ※２

　 配偶者控除 ３３０，０００円

　 扶養控除（一般２人） ６６０，０００円

　　　　　　　 （老人扶養） ３８０，０００円

＋基礎控除 ４３０，０００円

所得控除合計 ２，５２６，７５２円

旧生命・旧個人年金

介護医療保険料

※２　地震保険料控除計算方法

地震保険

支払った保険料５０，０００円以下

支払った保険料５０，０００円超

本人（４５歳）、妻（４３歳）、長男（１８歳）、次男（１７歳）、母（７２歳・別居）

平成２７年４月にワンストップ特例制度を活用して、５０，０００円を寄付
（ふるさと納税）

１，６２５，０００円×４×８０％－４４０，０００円＝４，７６０，０００円

支払った保険料が５６，０００円超の場合は、一律２８，０００円③

※計算方法の詳細は「控除一覧」をご覧ください。

生命保険料控除額は、①・②・③それぞれの控除額の合計額（限度額７０，０００円）

給与収入６，５００，０００円÷４＝１，６２５，０００円（千円未満端数切り捨て）

※計算方法の詳細は「所得一覧」をご覧ください。

支払った保険料５４，０００円×１／４＋１７，５００円＝３１，０００円①

所得計算

所得控除計算

一律２５，０００円

支払った保険料×１／２

※１　生命保険料控除計算方法

支払った保険料が７０，０００円超の場合は、一律３５，０００円②

給与所得とふるさと納税（ワンストップ特例制度）をした方



　 総所得金額 ４，７６０，０００円

－所得控除額 ２，５２６，７５２円

２，２３３，２４８円 ⇒

調整控除前の市民税所得割額

調整控除前の県民税所得割額

市民税に係る調整控除額

県民税に係る調整控除額

調整控除後の市民税所得割額

調整控除後の県民税所得割額

基本控除分

市民税基本控除分

県民税基本控除分

特例控除分

市民税特例控除分

県民税特例控除分

課税所得金額

調整控除額

所得割額

課税総所得金額２，２３３，０００円×税率４％＝８９，３２０円

課税総所得金額２，２３３，０００円×税率６％＝１３３，９８０円

２，２３３，０００円（千円未満の端数切り捨て）

ふるさと納税寄附金税額控除額の算出

税額控除額を算出するにあたり、総所得金額の３０％に相当する金額及び寄附金合計額を求め、そのうちの低い
方を算出元金額とします。

４８，０００円×１０％×３／５＝２，８８０円

１３３，９８０円－２，０１０円＝１３１，９７０円

８９，３２０円－１，３４０円＝８７，９８０円

４８，０００円×０．８４８９５×３／５＝２４，４５０円

合計課税所得金額が２００万円超のため、
｛人的控除の差の合計額３００，０００円－（市・県民税の合計課税所得金額２，２３３，０００円－２，０００，０００円）｝
＝６７，０００円の５％（市民税３％、県民税２％）が控除額となります。

６７，０００円×２％＝１，３４０円

６７，０００円×３％＝２，０１０円

よって５０，０００円が算出元金額となります。

寄附金合計額＝５０，０００円

総所得金額等（４，７６０，０００円）×３０％＝１，４２８，０００円

４８，０００円×０．８４８９５×２／５＝１６，３００円

（寄附金額５０，０００円－２，０００円）×１０％が基礎控除分（市民税３／５、県民税２／５）となります。

特例控除分は所得割額（調整控除を差し引いた後の金額）の２０％が上限となりますが、その上限範囲内であるの
で４０，７５０円（２４，４５０円＋１６，３００円）となります。

申告特例控除分（特例申請制度＝ワンストップ特例制度を利用した場合）

４８，０００円×１０％×２／５＝１，９２０円

（寄附金額５０，０００円－２０００円）×（９０％－５％（所得税適用税率）×１．０２１）が特例控除分（市民税３／５、
県民税２／５）となります。



市民税基本控除分

県民税基本控除分

ふるさと納税寄附金税額控除

市民税分

県民税分

※注意※

均等割額

市民税額

県民税額

年税額 市民税１０６，６００円＋県民税７１，２００円＝１７７，８００円

１３１，９７０円－２８，８００円＝１０３，１７０円⇒１０３，１００円（１００円未満端数切り捨て）

ふるさと納税寄附金税額控除後の市民税所得割額

①所得税の適用税率は、課税総所得金額が１，８５８，０００円なので５％となります。

市民税３，５００円　県民税２，５００円

均等割額２，５００円＋所得割額６８，７００円＝７１，２００円

均等割額３，５００円＋所得割額１０３，１００円＝１０６，６００円

ふるさと納税寄附金税額控除後の県民税所得割額

８７，９８０円－１９，２００円＝６８，７８０円⇒６８，７００円（１００円未満端数切り捨て）

１，９２０円＋１６，３００円＋９８０円＝１９，２００円

２，８８０円＋２４，４５０円＋１，４７０円＝２８，８００円

合計４８，０００円が市・県民税の所得割額から控除されます。

③平成２６年度から令和２０年度までは復興特別所得税率２．１％が加算されます。

②特例控除分は所得割額（調整控除を差し引いた後の金額）の２０％が上限となります。

（寄附金額５０，０００円－２，０００円）×（所得税率５％×１．０２１）が申告特例控除分（市民税３／５、県民税２／
５）となります。特例申請を行わず、確定申告をした場合は、所得税から控除されます。

４８，０００円×０．０５１０５×２／５＝９８０円

４８，０００円×０．０５１０５×３／５＝１，４７０円



１，６２５，０００円×４×８０％－４４０，０００円＝４，７６０，０００円

支払った保険料が５６，０００円超の場合は、一律２８，０００円③

※計算方法の詳細は「控除一覧」をご覧ください。

生命保険料控除額は、①・②・③それぞれの控除額の合計額（限度額７０，０００円）

給与収入６，５００，０００円÷４＝１，６２５，０００円（千円未満端数切り捨て）

※計算方法の詳細は「所得一覧」をご覧ください。

支払った保険料５４，０００円×１／４＋１７，５００円＝３１，０００円①

所得計算

所得控除計算

一律２５，０００円

支払った保険料×１／２

※１　生命保険料控除計算方法

支払った保険料が７０，０００円超の場合は、一律３５，０００円②

給与所得とふるさと納税（ワンストップ特例制度）をした方



課税所得金額

調整控除額

所得割額

課税総所得金額２，２３３，０００円×税率４％＝８９，３２０円

課税総所得金額２，２３３，０００円×税率６％＝１３３，９８０円

２，２３３，０００円（千円未満の端数切り捨て）

税額控除額を算出するにあたり、総所得金額の３０％に相当する金額及び寄附金合計額を求め、そのうちの低い
方を算出元金額とします。

４８，０００円×１０％×３／５＝２，８８０円

１３３，９８０円－２，０１０円＝１３１，９７０円

８９，３２０円－１，３４０円＝８７，９８０円

４８，０００円×０．８４８９５×３／５＝２４，４５０円

合計課税所得金額が２００万円超のため、
｛人的控除の差の合計額３００，０００円－（市・県民税の合計課税所得金額２，２３３，０００円－２，０００，０００円）｝
＝６７，０００円の５％（市民税３％、県民税２％）が控除額となります。

６７，０００円×２％＝１，３４０円

６７，０００円×３％＝２，０１０円

よって５０，０００円が算出元金額となります。

寄附金合計額＝５０，０００円

総所得金額等（４，７６０，０００円）×３０％＝１，４２８，０００円

４８，０００円×０．８４８９５×２／５＝１６，３００円

（寄附金額５０，０００円－２，０００円）×１０％が基礎控除分（市民税３／５、県民税２／５）となります。

特例控除分は所得割額（調整控除を差し引いた後の金額）の２０％が上限となりますが、その上限範囲内であるの
で４０，７５０円（２４，４５０円＋１６，３００円）となります。

申告特例控除分（特例申請制度＝ワンストップ特例制度を利用した場合）

４８，０００円×１０％×２／５＝１，９２０円

（寄附金額５０，０００円－２０００円）×（９０％－５％（所得税適用税率）×１．０２１）が特例控除分（市民税３／５、
県民税２／５）となります。



市民税１０６，６００円＋県民税７１，２００円＝１７７，８００円

１３１，９７０円－２８，８００円＝１０３，１７０円⇒１０３，１００円（１００円未満端数切り捨て）

ふるさと納税寄附金税額控除後の市民税所得割額

①所得税の適用税率は、課税総所得金額が１，８５８，０００円なので５％となります。

市民税３，５００円　県民税２，５００円

均等割額２，５００円＋所得割額６８，７００円＝７１，２００円

均等割額３，５００円＋所得割額１０３，１００円＝１０６，６００円

ふるさと納税寄附金税額控除後の県民税所得割額

８７，９８０円－１９，２００円＝６８，７８０円⇒６８，７００円（１００円未満端数切り捨て）

１，９２０円＋１６，３００円＋９８０円＝１９，２００円

２，８８０円＋２４，４５０円＋１，４７０円＝２８，８００円

合計４８，０００円が市・県民税の所得割額から控除されます。

③平成２６年度から令和２０年度までは復興特別所得税率２．１％が加算されます。

②特例控除分は所得割額（調整控除を差し引いた後の金額）の２０％が上限となります。

（寄附金額５０，０００円－２，０００円）×（所得税率５％×１．０２１）が申告特例控除分（市民税３／５、県民税２／
５）となります。特例申請を行わず、確定申告をした場合は、所得税から控除されます。

４８，０００円×０．０５１０５×２／５＝９８０円

４８，０００円×０．０５１０５×３／５＝１，４７０円


